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0は じめに

石田あゆう

本 書 は 、長 い 間 反核 運動 に 関 わ って きた ロ

イ ・モ リ ソンに よ る現 代 社会 論 で あ る。著 者

自身 の経 歴 を反 映 して、 こ れ までの経 験 に基

づ き、実践 的 、 現 実 的考 察が な され 、 これか

らの社 会へ の積 極 的提 言 が行 わ れ てい る。 著

者 は 、 現 代 を特 徴 づ け てい る 「産 業 社 会(

Industoria且Society)」 を考 察 す る こ とによ っ

て 、現代 社 会 が 抱 え る問題 を 立 ち上 げ る。 そ

して産 業社 会 を転換 す る こ との必 要性 を提 起

す るの で あ る。 産 業社 会 に対 す る抗議 は今 に

始 まった事 で は ない。 歴 史的 に 、18世 紀 に

起源 を もつ産 業 社 会 はた び た び その矛 盾 を矛

盾 を呈 して きた 。 ここで は、 今 日、産 業社 会

か ら著者 が そ の オル タナ テ ィブ と して提案 す

る 「エ コロ ジカ ル ・デモ ク ラ シ ー(生 態学 的

民主主義)」 社 会 への移 行が なぜ必要 なのか 、

また、 「エ コロ ジカ ル ・デモ ク ラ シー」 社 会

とは どの様 な社 会 なの か 、 と い う ことが重 要

な問 題 となろ う。

1本 書の構成と概要
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本 書 の構 成 は以下 の通 りであ る

第一 章 は じめ に

第二 、三 章 現代 社 会の 問題

産業主 義 とは何 か

世界経 済(グ ロ ーバ ル ・マ ー ケ ッ ト)と 国

民 国家 の融解

第 四、五 、六章 オル タナテ ィブの 検証

世界 管理(グ ローバ ル ・マ ネー ジメ ン ト)

権 威 主義 的救 済

第 七章 エ コロ ジ カル ・デモ クラ シー と市 民

社会

第八 章 エ コロ ジカル ・コモ ンズ

第 九章 変 化へ の道 一 一具体 的提 案

第 十章 お わ りに

以 下、本 書 の章 立 てに そ って 内容 を紹 介 しつ

つ 、論 評 を加 える。

本書 の構 成 は そ の内容 か ら次 の三 つ に分 け

られ る。 まず 、 二章 ・三章 に お い て、現代 の

産 業社 会 につ い て分析 され て い る。 そ こで は

一 つの システ ム と して の産業 社会 の性 質 と特

徴 が明 らか に され てい る。 そ して産 業主 義(

Indus㎞ahsm)が 社 会 に もた らす 、明 らかに矛

盾 した規範 の存 在 が明 らかに され る。

次 に、 そ う した 産業社 会 の 現実 を受 けて 、

四 章 ・五章 ・六 章 では現 在提 案 されて いる オ

ル タナテ ィブ に つ いて述 べ られ る。 まず 、著

者 が非 民主 的 と呼 ぶ 二つ の オ ル タナテ ィブの

検証 が な され る 。第 一 に さ らな る市場 拡大 ・

技術 革新 を中心 と して 、産業 社会 の問題 を解

決 しよう とする世界管 理(グ ロ ーバ ル ・マ ネー

ジメ ン ト)の 提 案 につ い て、 そ して第 二 に、

反産 業社 会 の未 来 に価 値 を見 出 した、今 日顕

著 にな りつつ あ る新 しい権 威 主 義 的規範 の 出

現 につ いて述 べ られ てい る。 著 者 は、 この 二
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つのオルタナティブは今日の社会が抱える問

題の克服をめざし、その社会の転換に視点を

置 くにも関わらず、結局は産業主義の帰結で

しかないと退けている。

そして、七章以下、第三のオルタナティブ

として 「エコロジカル ・デモクラシー」につ

いて述べられている。それが指向する社会と

はいかなるものなのか。そこでは本書のタイ

トルにある 「エコロ ジー」 と 「デモ クラ

シー」を基軸に した市民社会の発展を目指す

提案がなされている。

まず、第一章では、著者が本書全体の内容

を簡単に紹介しながら、自らの立場を明らか

にしている。それは 「保守的でもあり、革新

的でもある」立場である。つ まり、著者は従

来の民主的価値 を活性化しようとする、とい

うことでは保守的であり、しかしながら、今

日の産業社会を根本から変革 しようと試みる

ことから革新的なのである。それを現実化し

た社会として提案されるのが 「エコロジカル ・

デモクラシー」という社会形態なのである。

第二章 「機械、そして神話 としての産業主

義」では、現代社会を特徴づけている産業主

義の分析が行われている。産業主義は機械に

特徴ずけられる。近代社会は 「個人」を創出

したが、それは拡大する産業 というシステム

の一部を担う 「機械」として価値がある、と

見出されたからであった。そこには、利己主

義的にしか自由に行動できない、孤独な個人

があるにすぎなかった。また、 「個人」の概

念は神話化されることによって、コミュニティ

や協同生活といった集合的なものの価値を削

減し、私益の追求を正当化したのだった。

社会は機械的システムの中に取り込まれてお

り、全ての価値判断は産業主義の枠組みにお

いてなされてい る。当然ながら、同様に生活

世界もそれに規定されている。今日の社会が、
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脱工業化社会と呼ばれ、またその延長で情報

化社会について語られることもある。しかし、

著者にとってその社会は 「自立した個人」で

はなく、メカニズムによって規定されている

という点において、産業社会の枠内でしかな

いのである。

だが、近代の合理的、科学的ロジックに支

えられ、世界の不断の進歩を指向してきた産

業システムの規範とは矛盾する状況が今日に

は存在する。それは、エコロジー的破壊や戦

争という狂気の存在であり、それが人類の文

明を完全に破壊するような可能性が出てきた

のである。

第三章 「グローバルマーケットと国民国家

の融解」では、今日進む経済的統合が新たな

世界秩序として台頭してきていることが述べ

られる。そしてその経済のグローバル化がも

たらす、これまで社会の中心的枠組みであっ

た近代国民国家の融解現象についてがあげら

れている。その現象を代表するのが 「多国籍

企業」である。グローバルマーケットはさら

なる経済成長のために国民国家的規制を緩和

し、より世界的競合を望む。 しかし一方で産

業が発達した結果、 「地球の温暖化」現象な

どの環境の危機的状況がでてきたことに対 し

ては、これ以上の荒廃を制限するために国家

間の協力関係を必要としているのである。こ

うした国民国家 という規範が直面する矛盾の

解決は今日の問題である。

また、経済のグローバル化 という規範の画

一化が進むなか、一方で、これまで育まれて

きた自国の生活や文化の保護 を求める声が上

がっている。さらに、これまで国民国家の枠

組みで規定されてきた福祉の問題は、今後ど

のような形態において可能なのか。ほかにも、

核廃棄物、兵器、発達するコミュニケーショ

ン手段の管理についてなど、こうした課題に
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グローバリゼーションの概念が特に何らかの

解決方法を提示 していないことが問題視 され

ている。

以上のような現在の状況をうけて、今日見

られる三つのオルタナティブの検証がなされ

る。それが第四章以下の 「オルタナティブの

検討」である。それは、グローバル ・マネー

ジメント(世 界管理)、 権威主義、エコロジ

カル ・デモクラシーの三つのオルタナティブ

のことを指している。

上記のような社会のグローバル化、そして

その結果進む国民国家の枠組みの弱体化 とい

う状況が直面す る問題について今日のオルタ

ナティブは考案 されている。そこで重要 とな

るのが、冷戦後のアイデンテ ィティをめぐる

問題であり、今 日のナショナ リズムの動向で

ある、と著者は言う。それは単なる社会主義

体制の崩壊への反応にとどまらない。なぜな

ら、それは産業社会の帰結だからである。産

業が社会主義においてのみな らず、世界中で

発展を遂げていることを考慮すれば、その理

由はおのずと明らかである。

まず、一つのオルタナティブとして、第五

章では、グローバルマネージメント(世 界管

理)に ついて述べられる。これは今日の抱え

る問題を技術的 ・制度的に解決しようとする。

しかしそれは現在以上の 「進歩」を指向する。

確かにそれは、環境破壊の速度を弱めるもの

かも知れないが、それでは問題の根本的解決

にはならない。なぜなら結局、環境破壊が継

続されることになるからである。またそれは、

産業主義的視点 をさらに拡大 しようとするも

のである。つまり、世界のより合理的管理が

行われれば、それ自体強固なシステムとして

一つの権力となりうるのである。社会規制を

機械的に増加 してい くだけでは、次々に厳格

な規制が生み出 されてゆき、また、最終的に
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武力行使による規範が可能となれば、結果的

に戦争を引き起こすことになりかねない、と

著者は述べている。そのため、このオルタナ

ティブは非合理的であり、非民主的であると

退けられる。

次に、第六章において、権威主義的オルタ

ナティブが検討 される。権威主義的オルタナ

ティブとは 「宗教的な権威と結びついた、非

舎理的、忘我的超越性をもった運動」のこと

である(113頁)。 その例 としてファシズ

ム、シニシズム、神権政治、今日のナショナ

リズムが挙げられている。それらは産業主義

における問題を社会における道徳的規範の欠

如とみなし、新 しい規範を創造 しようとする。

そこでは今日の社会に支配的な科学のもつ

「画一性」、 「自然の法則」なる概念が退け

られる。科学は合理的に二元論で判断を下し

てゆ くが、それは産業主義的であると否定さ

れる。ここではまた、ラディカルな環境保護

(今日のディープ ・エコロジーを指 している

と思われる)に 見られるような、産業への完

全な拒絶はそれも結局は科学的思考であると

して否定されている。

かつてのナシ ョナリズムは社会統合の原理

であったが、今では分離主義的傾向にあるこ

とが問題とされている。今日、ナショナルな

共感が世界的にまきおこっており、それは言

語と民族性に支えらて、熱烈な運動となって

いる。そして、それは非文明的異常行為だと

か、時代錯誤だといって片づけられないほど～

民衆の熱狂的支持を集めている。しかし、 「血

と言語」によって自己を規定 し、社会的多様

性を認めようとしないその強い排他主義的傾

向は、 「新しい秩序への積極的提案ではなく、

保守的な自己中心主義」に陥ってしまってい

る(117頁)。 また、権威主義的オルタナ

ティブの形成は、産業社会の枠組み中に見ら
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れる もの で ある。近代 の産業社 会に おいて 「個

人 」 は、 その ア イデ ンテ ィテ ィの よ り所 を解

体 され、 再統 合 を受 け てい る 。 そ こで大 きな

役割 を果 た すのが 今 日の 電子 メディ アであ る。

こ こで はJ.メ ロヴ ィ ッツの 「場所 感覚 の喪

失(NoSenceofPlace)」 が 引用 され、視 覚

メ デ ィア と権威 主義 的価 値 の 間の親 和性 が述

べ られ てい る。 電子 メデ ィア の中 に はフ ァシ

ズ ム にお ける美 の哲 学 が あふ れて い る。 つ ま

り、 「人 は 新 しい権 威 主義 的 超 越 の な か に

`ホー ム'(=共 感 の共 同体)を 見 出す こ と

が で きる」 の で あ る。 また、 かつ て場所 が ほ

とん どの社 会 的 情 報 システ ム を規 定 して いた

が、 電子 メデ ィ アの 発達 はそ う した場 所 の境

界 を 暖 昧 に して し ま う(Meyrowitz[1985

])。 この よ うに 、反 一近代 主義 的 色彩 の強

い権 威主 義 的 オ ル タナテ ィブ だが 、そ れ を可

能 と した のは近 代 産業 社会 の 産物 であ る電子

メデ ィア なの だ 。 また、 その 排 他 主義 の傾 向

は、産業 主 義 に 見 られる 「画 一性 」 と同様 の

もので あ る。結 局 、権 威 主義 的 オル タナ テ ィ

ブ も産 業社 会 を超 越 す る こと はで きない し、

理 性 的 な相互 対 話 が不 可 能で あ る と して 、民

主 主義 の価 値 を認 め よう と し ないため に、否

定 され るの であ る。

そ して、以 上 の よ うに二 つ の オ ル タナテ ィ

ブが 退 け られ 、残 った のが 「エ コロジ カル ・

デモ クラ シー であ る。

第 七 章 以 下 、 「エ コ ロジ カ ル ・デ モ クラ

シー」社 会 を形 成 す る方法 に つい て述べ られ

る。 「エ コロジ カル ・デ モ ク ラ シー」 は前述

の二 つ の オル タナ テ ィブ とは 異 な り、真 に産

業社 会 を変 革す るため の方 法 であ り、 また 、

突如 と して現 れ る もの で は な く、市 民社 会 の

複雑 な流 れの 中か ら出現 す る もの で あ る。

こ れ か らの 社 会 に 必 要 な の は 「関 係(

爬ladonship)」 の概 念 で ある、 と著者 は言 う。
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それ は機械 的で は な く生 態学 的(Ecologica1)

世界 観 を採用 す る。 そ こで は 、画 一 的秩 序で

はな く多様性 が 尊重 され、排 他主 義 で は な く

相互 対 話 、相互 解釈 が行 われ るこ とが重 要視

され る。

著者 は その新 しい社 会 を、 地 域社 会 で の民

主主義 的 選択 に よっ て運営 さ れ る社 会 と して

特 徴 づ けて いる 。 しか し、 こ れは今 日突如 と

して 出現 した もの で はな く、 これ まで見 落 と

され て きた視 点で ある と著者 は言 う。 著者 は、

これ まで の社 会 形 成過 程 にお いて 見過 ご され

て きた視 点 を 回復 し、排 除 さ れ て きた立 場 を

回復 しよう とす る。 また、著 者 は これ まで顧

み られなか った 生活 世界 と社 会 との 和解 を試

み る。 つ ま り、 「非 合理 的」 で あ る と され て

きた 人間 の生活 世界 と社 会 との 関係 を見 直 そ

うとす るので あ る。 その ため に、今 後 、 「自

由」 の概 念 は経 済機 構 の 中で は な く、 生活 の

場で あ る共 同体 との 関係 にお い て新 し く追 求

され て い くので あ る。 自由 と は人 類の 価値 を

求め る能 力 の こ とで あ り、単 な る 自己 主張 や

財 の蓄積 で は ない こ とが 強調 されて い る。

そ う した 「エ コ ロジ カル ・デモ クラ シー」

とは具体 的 に は、結 社(Association)、 協 力

(Cooperation)、 連合(conf¢deration)の 三

つ の社 会形 態 に よって支 え られ た、地 域 に根

ざ した 共 同体(community)中 心 の市 民 社 会

の こ とを指 す 。 共 同体 にお け る個 人は その権

利 と自由 を認 め られ るが 、共 同体 との 関係 に

おい て責任 を負 う。1

そ の行動 の視 野 は世 界 的で はあ るが 、基礎

は土 地 に根 差 した地 方 レベ ル の コ ミュ ニ テ ィ

にあ り、 その場 所 では 、他 者 との相 互 コ ミュ

ニ ケー シ ョン と協 同関係 の構 築 が よ り可 能 と

な る。 また 、各 共 同体 の 間の グ ローバ ル な対

話 も、今 日の コ ミュニ ケ ー シ ョン ・情報 伝 達

技 術 の発 達か ら可 能で あ る。 そ う した技 術 を
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媒介として、コミュニティ中心ではあるが世

界的に孤立することなく政治的、経済的な社

会参加が可能となるのである。そこでは、個々

人の公的空間への直接参加の可能性が増す。

また、さらにその傾向を進めるために、エコ

ロジカル ・コモンズという、社会的に保護さ

れた行動範囲、つまり公的空間の創出が述べ

られる。共同体 に所属するすべての人間に、

等しくその使用権利が与えられるのである。

オルタナティブは根深い社会構造の変革を

行うものでなければならず、それは経済的視

点にとらわれるのではなく、人間の社会、文

化、生活様式、歴史経験を検討されることか

ら導き出されるのである。

本書におけるこれからの社会に向けての提

案は、具体的かつ客観的である。それだけに

著者の提案する 「エコロジカル ・デモクラ

シー」はより現実的であり、実践的であると

いえるだろう。そのため著者が本書において

提案する 「新 しい社会」に向けての展望はか

なり明るく、楽観的であるように見うけられ

た。

2主 要な論点と若干の考察

人類 の 存続 の ため に も、 産 業社 会 か ら持続

可 能性 の あ る新 しい 規範 に支 え られた社 会へ

の転換が 必 要と なった、 とい うのが 本書の テ ー

マ で ある 。今 後 、 どの よ うに して社会 維持 が

可 能 なの か。 そ こで提 案 され て い るのが 「エ

コロ ジカ ル ・デ モ クラ シー」 であ る。 本書 を

振 り返 っ てみ る と、 そ こに はM.ブ クチ ンの

提唱 す る 「ソー シャル ・エ コ ロジー」(エ コ ・

アナ キズ ム とも呼 ばれ る)の 影 響が見 られ る。

ブ クチ ンにお い て も、モ リソ ン同様 、現 在 の

システ ム を所 与 の もの と して 、そ の改 良 を試

み る保守 的 な現 状危 機 の 回避 や、排 他 主義 的
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な傾 向 のあ る 自 己 中心的 な権 威主 義 的問 題解

決 は 、支配層 に よるエ コ ・フ ァシズ ム=強 制

的環境管 理 につ ながる と して批判 され ている。

そ して、 それ に 対 して 「環境 保全+社 会 的正

義 」 を 目指 す環 境民 主 主義 や 環境 的 正義 を提

唱 す るの であ る(ブ クチ ン[1996])。

ロイ ・モ リ ソ ンが見 出 した 「エ コロジー ・

デモ ク ラ シー」 の 持つ 可 能性 は、 ハ ーバ ーマ

スの公共性 の議 論 とも位 相 を同 じくしてい る。

ハ ーバ ーマ ス は市 民社 会 にお け る 「自由意 志

に基 づい た、非 国家的 で非経 済的 な結 合関係 」

が持 つ 重 要 性 を あ げ て い る(ハ ー バ ー マス

[1994])。 そ の結 合関 係 は ロイ ・モ リ ソ ン

にお い て も同 じ く社会 の 基軸 を担 う もの とさ

れている こ とは上記の 通 りで あ る。 だが、G.

モ ッセ のr大 衆 の 国民 化」 に よれ ば、 こ う し

た世 論形成 に影 響 を もつ結社 や組織 を通 じて、

民 衆 が政 治化 さ れて い き、 ナ チズ ムの 主要 な

担 い手 となってい った ことが 述べ られてい る。

モ ッセ は、 シ ン ボル と神 話 と 大衆 的示 威運 動

が政 治的 祭儀 と して民 衆 に与 え る、政 治参 加

の認 識、 社会 へ の 帰属 感 は、 議 会 制民 主主 義

にお け る人民 の 代 表 とは対 立 す る政治 認識 で

あ り、民 主主 義 理 解で あ った こ と を述べ てい

る。 そ うす れば 、 ナチ ズ ムは 国民 の支持 を得

て承 認 され た政 党 であ り、一 つの 国民 の合 意

形 成 運 動の 結 果 であ っ た の で あ る(モ ッセ

[1994])o

また、今 日エ コロ ジー は本 来 の 「生 態 学」

の 意味 を超 え て 多様 に展 開 されつ つ あ る。 し

か し 「エ コ ロジ ー」 は ドイツ におい て ナチ ズ

ムへ と吸 収 され た とい う経緯 を もつ 。 その過

程 は未 だ 「エ コ ロジー」 にお い て検討 され る

べ き問題 で あ る と思 わ れ るが 、著 者 はそ の こ

とに多少 言及 しなが ら も、そ れ は過去 の事 で

あ り、現 在 では 価 値 が転換 したの だ、 と退 け

て い る。 デ モ ク ラ シー におい て も同様 で 、 デ
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232 石 田 オ ル タナ テ ィブ と して のエ コロ ジカ ル ・デ モ ク ラシ ー

モクラシーが道 を誤ったことがあるとしなが

らも、現在のデモクラシーは自由とコミュニ

ティの領域を推 し進めることができるとして、

デモクラシーが無条件に容認 されてしまって

いる。

著者の言う新 しい社会の創出は、常に 「対

話的、調和的」に進められるであろうか。

民主制は社会的対立を調整するために要請

される反面、非民主的体制の下では抑圧隠蔽

されていた多様 な利益や価値の活発な自己主

張を許し、社会的対立を顕在化させ、奨励す

るものでもある(井 上[1994])。 その意味

で、著者が退けた 「権威主義的オルタナティ

ブ」は民主主義が推し進められた結果ともい

えるのである。

著者は、 「自由とは人類の価値を求める能

力」のことであると述べてお り、共同体中心

の社会が創出されるには、今後、まさしくそ

の能力の獲得を共同体の構成員がいかに行っ

ていくかが重要な鍵となるのであろう。
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